
I． は じ め に

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖

地震に伴う大津波によって青森県から千葉県に至る太

平洋沿岸部では約２１，５００ha の農地が塩害を受けた。

このうち宮城県の津波被災農地面積は約１４，３００ha

であり，その大半は水田であった。

農地の除塩対策には，土壌中の塩分を下方に押し流

す方法（縦浸透法）と塩分を湛水させた水に溶出させ

落水する方法（溶出法）がある。いずれの方法も対象

農地に大量の灌漑水を導水し，塩類を大量の水ととも

に農地外に排出することが基本であり，その実施には

用水経路と排水経路の確保が必要である。しかし，こ

の震災では排水機場などの主要な排水施設が壊滅的な

被害を受け，地区排水機能が著しく低下したため，ほ

とんどの津波被災農地は排水施設が復旧するまで除塩

が実施できない状況に陥った。

そこで筆者らは，塩害を受けた水田の除塩対策のた

めにまず暗渠排水を利用した自然の雨水による縦浸透

除塩の有効性を検討した。また排水施設復旧後に実施

された灌漑水利用の縦浸透除塩の効果を検討した。そ

の結果，弾丸暗渠，耕起，灌漑水利用の有効性が認め

られたので報告する。さらに本報では，宮城県内で実

施されている水田の除塩対策とその課題を整理する。

なお，本報で解説する雨水による縦浸透除塩の効果に

ついては文献１）も参照されたい。

II． 津波被災農地における縦浸透除塩の検証

１． 調査地および調査法

調査地は海岸から約４km西に位置する名取市内の

２筆の水田である。５日間ほど海水が湛水したが，が

れきや津波土砂の流入はなかった。土壌は有機物の多

い黒泥土である。弾丸暗渠の除塩効果を検討するた

め，調査区は弾丸暗渠未施工区（A区），弾丸暗渠施

工区（B区）を設定した。両区とも作土の飽和透水係

数は１０－３cm s－１のオーダーであり，深度－１５cm程

度に難透水性層（耕盤）が発達していた。弾丸暗渠は

B区において平成２３年６月１４日に間隔２m，深さ

４０cmで施工した。両区とも本暗渠は整備後約１５年

経過しており，疎水材のもみ殻はすべて腐朽し，土が

充填された状態であった。

調査は暗渠の排水口に電磁流量計と水質計を取り付

け，暗渠排水量と排水の電気伝導度（以下，「EC」と

いう）および降水量を１時間間隔で測定した。さら

に，降雨終了後に随時，土壌を深度ごとに採取し，土

壌ECを１：５水浸出法で測定した。

２． 弾丸暗渠の有効性

平成２３年６月２３日から７月５日にかけて総降水

量１６１mm，最大時間雨量２０．５mmの長雨があっ

た。この長雨によりA区，B区とも６月２３日から７

月８日に暗渠から排水が認められた。図‐１にA区と

B区の降雨開始から排水が停止するまでの暗渠排水

量，排水のEC，塩素イオン排出量を示す。なお，塩

素イオン排出量は希釈した海水のECと塩素イオン濃

度（ppm）の関係式２）を利用し，１時間ごとの暗渠排

水量とECの観測値から換算した。

暗渠排水量はA区，B区とも降雨が強くなると増

加し，降雨が弱くなると減少する傾向が認められた。

期間中の総暗渠排水量はA区１３３mm，B区１８０

mm，最大２４時間排水量はそれぞれ２４mm，３１mm

であり，B区は弾丸暗渠の施工により暗渠排水量が増

加したと考えられた。

排水のECは排水量の増加に伴い急激に上昇する傾

向が認められた。また，降雨イベントごとにECの

ピーク値が低下しており，調査区で除塩が進んでいる

ことが示唆される。

期間中の総塩素イオン排出量はA区４７３kg，B区

６０９kgと算出され，弾丸暗渠を施工したB区の排出

量が大きかった。

調査区において観測された降雨前後の土壌ECを表

‐１に示す。両区とも降雨後に０～１０cm層で大きく

低下したが，特にB区では１０～２０cm層でも大きく

小特集 東日本大震災からの復興に向けて―１

縦浸透除塩の有効性と宮城県の津波被災農地の除塩対策
Effectiveness of Desalinization by Infiltration of Water and Desalinization of

Tsunami-hit Farmlands in Miyagi Prefecture

（CHIBA Katsumi）
千 葉 克 己†

（KATO Toru）
加 藤 徹†

（TOGASHI Chiyuki）
富 樫 千 之†

（KANMURI Hideaki）
冠 秀 昭††

†宮城大学
††東北農業研究センター

東日本大震災，津波被災農地，除塩，縦浸透
法，溶出法，暗渠排水，弾丸暗渠

報 文

水土の知 ８０（７） ５２７



図‐３ 除塩対策による入水量と暗渠排水量（A区）

低下したことが認められた。弾丸暗渠の施工により，

暗渠排水量が大きくなったことで作土下層の除塩も進

んだと考えられた。

また，暗渠排水量と塩素イオン排出量の関係をみる

と，明瞭な比例関係があることが認められた（図‐２）。

したがって，暗渠を利用した浸透水除塩を実施する場

合は，弾丸暗渠などを施工し，暗渠排水量を大きくす

ることが重要である。

３． 灌漑水利用と耕起の有効性

調査区では平成２３年秋までに排水施設が復旧し，

灌漑水の利用が可能となり，１１月に弾丸暗渠の施工

（深さ３０cm，間隔５m）→耕起→水入れ（湛水深１０

cm程度）→暗渠の水閘解放という工程で除塩対策が

実施された。図‐３にこのときのA区における入水量

と暗渠排水量を示す。総入水量は１１６mmであり，

代かき用水量とほぼ同じであった。また，水閘開放後

５日間の暗渠排水量は８７mmであり，最大２４時間

排水量は５５mmであった。最大２４時間排水量は６

月下旬の２４mmと比べ大幅に増加したことが認めら

れた。

この除塩対策実施後，A区の土壌ECは１０cm以

深の層で大きく低下したことが認められた（表‐２）。

これはすでに弾丸暗渠を施工していたB区において

も同様であった。

したがって，縦浸透法の効果を高めるためには前述

した弾丸暗渠の施工に加え，耕起を実施することが有

効と考えられる。また，灌漑水を利用した除塩対策は

自然の雨水よりも暗渠排水量を大きくすることが可能

で高い除塩効果が期待できる。

III． 宮城県における津波被災農地の除塩対策

１． 除塩対策対象農地および除塩対策の進捗状況

宮城県における津波被災農地は約１４，３００ha であ

るが，農地復旧および除塩対策を要する対象面積は被

表‐１ 土壌ECの推移（dS m－１）

調査区 深度（cm） ６月１４日 ７月９日

A区
０～１０
１０～２０

１．５
１．１

０．５
０．９

B区
０～１０
１０～２０

０．９
１．３

０．３
０．６

降雨期間 平成２３年６月２３日～７月５日

図‐１ 暗渠排水量，排水のEC，塩素イオン排出量

図‐２ 暗渠排水量と塩素イオン排出量の関係
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害が軽微な１，３００ha を除く１３，０００ha となってい

る。管内別にみると，気仙沼管内１，１３０ha，石巻管

内３，５２０ha，仙台管内８，３５０ha であり，仙台管内が

全体の約２/３を占める（表‐３）。また，１，０００ha を超

えている市町は，石巻市，東松島市，仙台市，名取

市，岩沼市，亘理町，山元町となっている。

平成２３年春時点の除塩対策済面積は１，１５０ha で

あったが，平成２３年秋以降はがれきや津波土砂が少

ない区域で除塩対策が実施された。２３年秋から２４年

４月現在までの除塩対策済面積は４，６３０ha であり，

全体の進捗率は４４．５％に達しており，２４年１月末

に公表された県のロードマップ（同時点進捗率４０％）

より順調に推移している。

地域別に進捗率をみると，気仙沼管内１０．６％，石

巻管内５３．４％，仙台管内４５．３％であり，気仙沼管

内の進捗が低調な状況である。また，市町村別の進捗

率をみると，仙台市３１．０％，岩沼市３６．７％，山元町

３７．１％でやや低迷している。がれきや津波土砂の量，

また排水施設の復旧割合が進捗に影響している。

県内で平成２４年４月以降に除塩対策を必要とする

農地は７，２２０ha にも及ぶ。これらのほとんどは津波

被害が甚大であったために除塩対策実施の前に農地復

旧を必要とする農地である。海水の浸水期間が長かっ

たために塩分濃度が高い農地が多く，地盤沈下により

現在も海水が浸水している農地もある。

２． 除塩対策－溶出法と縦浸透法－

除塩対策対象農地のうち，がれきや津波土砂が少な

く，速やかに用水と排水経路が復旧された区域では平

成２３年春に除塩対策が実施された。このときの除塩

対策は当該農家などを中心に，水入れ→代かき作業→

落水→塩分濃度の確認，という溶出法であり，塩分濃

度が目標値以下に達しない場合には再度水入れから繰

り返しという形で実施された。塩分濃度の目標値は作

土層の土壌EC（１：５水浸出法）で０．３dS m－１以下

と設定された。この除塩対策により圃場整備済水田で

は目標値に達したが，用排水兼用の未整備水田では目

標値に達しない水田がみられた。田面と排水路の高低

差が小さいために，除塩水が速やかに排水できなかっ

たことなどが原因と考えられている。また除塩対策実

施後，稲は農業改良普及センターの指導により，水を

切らさず中干しをしないという対応がなされ，塩害は

発生せず，生育が順調であったことが認められた。さ

らに稲を栽培する過程で土壌の塩分濃度が低下したこ

とも認められた。しかし，転作田の大豆については８

月下旬から９月上旬に塩害により枯死したものがみ

られた。干天が続き，作土層が極端に乾燥したため，

作土下層の残留塩類が作土層に上昇し，塩害が発生し

たと考えられる。溶出法で除塩が可能な範囲は代かき

の及ぶ作土（地表から１０～１５cm程度）とされ３），作

土下層の除塩は難しい。したがって，溶出法の実施

後，水田の畑地利用は避けるべきである。やむを得ず

畑地として利用する場合には土壌塩分のモニタリング

などを行い，作土層の塩分濃度が上昇した際は灌漑水

を入水するなどの対応が必要である。

平成２３年春の除塩対策が溶出法で実施されたのに

対し，２３年秋から２４年４月に実施された除塩対策

は，弾丸暗渠の施工（深さ３０cm，間隔５m）→耕起

→水入れ（湛水深１０cm程度）→２日間静水→暗渠

の水閘解放（暗渠排水未整備区域では明渠で対応）→

塩分濃度の確認，という縦浸透法であった。塩分濃度

が目標値以下に達しない場合には再度水入れから繰り

返し実施された。このときの目標値は塩素イオン濃度

で０．１％以下であるが，安全をみて実際には０．０６％

以下となるまで工程が繰り返された。暗渠排水整備水

田ではほとんどが１回の工程で目標値に達したが，

暗渠排水未整備水田では工程を３～４回繰り返した水

田が多かった。明渠の排水が速やかに進まなかったこ

とが原因と考えられる（写真‐１）。

表‐２ 土壌ECの推移（dS m－１）

調査区 深度（cm） １０/１１ １２/２

A区

０～１０
１０～２０
２０～３０
３０～４０

０．３
０．８
２．５
２．０

０．１
０．３
１．１
１．２

B区

０～１０
１０～２０
２０～３０
３０～４０

０．２
０．７
２．１
１．８

０．２
０．５
０．８
０．８

除塩対策（水入れ）期間：平成２３年１１月２５～２７日

表‐３ 除塩対策対象面積と対策済面積

管内
市町村

除塩対策対
象面積（ha）

除塩対策済
面積（ha）

進捗率
（％）

H２４年度以降
除塩面積（ha）

気仙沼管内
気仙沼市
南三陸町

管内計

６７０
４６０
１，１３０

１００
２０
１２０

１４．９
４．３
１０．６

５７０
４４０
１，０１０

石巻管内
石巻市
東松島市

管内計

２，１２０
１，４００
３，５２０

１，１６０
７２０
１，８８０

５４．７
５１．４
５３．４

９６０
６８０
１，６４０

仙台管内
仙台市
七ヶ浜町
名取市
岩沼市
亘理町
山元町

管内計

２，０００
２５０
１，５００
１，２００
２，０００
１，４００
８，３５０

６２０
２３０
９５０
４４０
１，０２０
５２０
３，７８０

３１．０
９２．０
６３．３
３６．７
５１．０
３７．１
４５．３

１，３８０
２０
５５０
７６０
９８０
８８０
４，５７０

県計 １３，０００ ５，７８０ ４４．５ ７，２２０

数値は平成２４年４月見込み
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土壌塩分の確認作業は，平成２３年春には農業改良

普及センターの普及指導員などが主体的に行っていた

が，２３年秋以降においては土地改良区の職員もイオ

ンクロマトグラフィーなどを用い自前で確認作業を

行っている。

なお，宮城県による除塩対策は，除塩対策のみを行

う区域は県営除災害対策事業として，また津波土砂除

去と除塩作業を行う区域は県営農地災害復旧事業とし

て業者に委託，実施されている。

IV． お わ り に

宮城県内の津波被災農地において行った縦浸透除塩

の現地試験から暗渠排水量を増大させることで除塩効

果を高められることを確認することができた。また，

弾丸暗渠，耕起，灌漑水利用の有効性を認めることが

できた。一方，圃場整備が実施されていない水田や暗

渠排水未整備水田は，除塩水が速やかに圃場外に排除

できず，除塩に時間がかかることが認められた。

今後除塩対策を要する津波被災農地は対策済みの農

地より塩分濃度が高い場合が多く，除塩対策だけでな

く圃場整備と一体的に行わなければ復旧しない農地も

少なくない。

したがって，今後の除塩対策を確実に進めていくた

めには，暗渠排水量を増大させる弾丸暗渠の施工間隔

と深さ，耕起深さなどを検討することが重要である。

また，除塩水を速やかに排水可能とする地区排水の充

実が求められる。

今後も普遍的な除塩技術の構築のため，引きつづき

現地試験などを継続するとともに，除塩対策済み農地

における塩害の再発防止に努めていきたい。

最後に，現地試験，調査において宮城県農林水産部

農村振興課，同農村整備課，ならびに名取土地改良

区，亘理土地改良区の関係各位に大変お世話になりま

した。記して，謝意を表します。
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